


- 2 - 

んだものである。 

 噴火警戒レベルは、避難等と直結しているもので、首長の判断を助けるものであ

る。 

 この噴火警戒レベルは、41火山（平成 30年 5月現在）で運用されている。全国、

111 活火山の中で 50 火山が常時観測火山として、気象庁等が観測しているが、

十分ではなく、御嶽山のように、レ

ベルが引き上げられずに災害につ

ながったこともある。 

■富士山の防災対策 

【鳥海山と富士山】 

 鳥海山は、噴火の歴史が多く残って

おり、それらをもとに火山ハザード

マップが作られている。鳥海山は、

富士山と少し似ている。 

【富士山の防災対策の始まり】 

 富士山は火口の範囲が絞られてお

らず、大きな範囲となっている。富

士山も 2000 年以前は噴火を感がら

れていなかった。北側は観光の町で、

南側は産業の町となっていた。 

 2000年に低周波地震（火山性微動）

が観測されて、それを契機に山梨、

神奈川、静岡 3県合同の富士山火山

防災対策協議会が設立された。現在

は、80 機関以上が参画し、会議参

加者が 100人を超える。 

 協議会では、広域避難計画や地区別

の避難計画の策定、合同会議や合同

訓練の実施などをテーマに議論し

ていたが、近年では、登山者の安全

対策や緊急時の合同会議のあり方

を検討している。 

【富士山で発生すると想定される現象】 

 富士山では、火山防災対策を推進す

る上で、想定されている火山現象は、噴石、溶岩流、火砕流、融雪型火山流、土

石流、降灰である。 
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造の建物は、30cm 以上の降灰で、

全壊する恐れがあり、車で避難でき

ず、家にも避難できない場合は、堅

牢な建物に避難する必要がある。 

 噴石は、大きな噴石と小さな噴石が

あり、頭を保護しなければ危険であ

る。2018 年の本白根山の噴火は、

噴火規模は小さいのもの、岩石を吹

き飛ばして噴石が飛んできた。1～

2cmであれば、ガラスが割れるなど

の被害で済むが、大きくなれば壁に

穴が開くなどの被害が発生する。 

 次は、土石流の問題。灰が積もると、

雨が降るたびに、土石流が発生する。

過去の雲仙岳噴火では、火砕流によ

る被害もあったが、その後、土石流

の被害が長期間にわたって発生し

ている。近年、導流堤などの土石流

対策が進み、被害の発生が少なくな

っている。 

 最後に考えられるのは、山体崩壊である。過去 1万年の間に富士山で 3回程度発

生している。なお、富士山において、山体崩壊は防災対策を実施する火山現象の

対象外となっている。専門家から検討すべきとの意見はあるものの、対策がない

ことから検討していない。 

【富士山広域避難計画】 

 富士山の広域避難計画は、噴火警戒

レベルに沿って段階的に避難する

ことや住民が自家用車で避難する

ことなどを想定など、避難の基本的

な考え方をまとめ、3年ほど前に策

定した。避難場所を市内に設定し、

避難所を市街に設定している。 

 この避難計画をもとに、実際に御殿

場市を会場に自家用車を使った避

難訓練を実施したところ、多くの問題が発生した。例えば、火山灰が積もった場

合の対応、避難開始直後からの住宅街での渋滞の発生が発生したほか、幹線道路

に合流点や避難所の近くなどでも発生することが分かった。また、車を運転でき

ない高齢者は、自衛隊に輸送をお願いしたが、自衛隊の車両に乗ることができず、
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隊員が抱きかかえて乗るなどした

ため、想定よりも時間が掛かった。 

 車避難といっても、富士山の広域避

難の対象人数は、70 万人となり、

エリアごとに避難させても数万人

～十数万人の規模となる。万人単位

で移動させる必要があり、70 万人

をどう移動させるのか、どこを避難

所にするのかが、課題となっている。 

 そういった課題を解決するために、

静岡、山梨、神奈川の 3県合同で防

災訓練を実施した。その中で、国も

参加した合同会議の訓練を実施し

たが、意思決定の判断を迅速に行う

ことは困難であり、緊急時に複数の

県がどうやって意識決定をするか

が課題ともなった。 

 一般的に災害対応は、自治体が行う

が、大規模な噴火となると、政府も

動く。そのため、政府の災害対策本

部と現地の災害対策本部を調整す

る必要があるが、誰が調整するのか

が問題である。2000 年の有珠山噴

火の際、政府現地対策本部を伊達市

の市役所に置き、自治体と政府が合

同で会議を設置したことがある。こ

のときは小規模だったが、富士山が

噴火した際はより規模の大きな合

同会議となるため、より調整・連携

が困難となることが予想される。そのため、訓練等を実施し、経験を積む必要が

ある。 

【登山者対策の促進】 

 2014年の御嶽山の噴火では、登山客の避難が課題となった。富士山は、4つの登

山ルートがあり、山梨県側に 1つ、静岡県側に 3つのルートがある。一合ごとに

山小屋があり、山小屋には必ず管理人がいるが、もともと信仰の山であり、観光

資源として普及していない。山小屋をシェルター化することも検討しているが、

改修にあたって、自然公園であるために環境省との調整が必要で、さらに世界文
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化遺産にも認定されたため、なかな

かシェルターを作ることができな

いことが課題である。 

 登山者に対しての取組として、情報

伝達として、エリアメールを流すこ

とをルール化したが、携帯電話を受

信ができない状態にしている登山

者が多いことが分かり、エリアメー

ルを流しても、届かない。そこで、

山小屋を使っての情報伝達とスマ

ホアプリを使って、電波を受信待ち

にせず、山小屋の Wi-Fiを使うよう

にするなどの取組を進めている。そ

のほか、噴火の際どのように避難す

べきかを記載した避難マップを 5

か国語で作成・配布や、入山時に

QR コードを読み込んでもらい、コ

ンパスアプリをインストールして

もらうことで、登山届の自動化や山

小屋などを拠点とした防災情報の

発信を実施している 

 監視体制として、多くの機関が富士

山で監視を行っているが、情報が公

開されていない。御嶽山噴火の際も、

情報が公開されておらず、噴火警戒

レベルを 2 に引上げておくべきで

あったが、上げていない。情報を発

信することで、登山者に警戒を促す

ことができたが、それができなかっ

た。現在、気象庁は、ひずみ計を公開しているが、観測機器の一部ではあるが、

公開しておけば、火山の変化に気付くことができるのではないかと思う。 

【これからの防災について】 

 2018年 7月の豪雨災害では、221名がなくなったが、このときの倉敷市真備町の

水が引いた直後の写真と既に公開されていた倉敷市のハザードマップを比べる

と、今回浸水した範囲と想定されている浸水範囲が一致している。この地域で災

害後にアンケート調査を行ったが、ほとんどの人がハザードマップを知っている

が、自分の家が浸水する豪雨が降るとは思っておらず、誰も逃げていなかった。

倉敷市は、発災前の夕方から避難を呼びかけていたが、多くの人は、逃げなかっ
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た。 

 同じことが、韓国の地下鉄で放火が

発生した際も起きている。韓国の地

下鉄で、煙が充満して、緊急停車し

たが、乗客は携帯を見たり、立って

いるだけで、誰も逃げなかった。 

 よく、市町村が避難勧告・指示を出

しても逃げないという状況と同じ

である。こういった状況・心理状態

を「正常化の偏見」といい、心理学

の世界では、心的バランスを保とう

とする自我防衛機能である。 

 岩手県釜石市の小学校では、群馬大

学の片田先生と市が共同で、防災マ

ップを過信することなく、自分が危

ないと思うとより安全な方向に動

くよう防災教育を行った結果、小学

生が自分で避難をして、助かった事

例がある。このことから、防災教育

を行うことで、正常化の偏見を克服

できると考えられる。 

 また、少子高齢化が課題であり、災

害時に高齢者は 1 人で行動できる

のかということが課題である。阪

神・淡路大震災のときも、要救助者

は、隣近所の人が避難・救助を行っ

ていたが、現在は難しくなっている。

静岡県で実験的に小中学生の防災

訓練への強制参加を行っている。結

果として、地域への防災訓練にも参加するようになり、大人と子供が防災につい

て議論するようになっている。 

 2015 年のネパールの地震で、支援のために現地を訪れたが、ネパールの復興大

臣からネパール人を見習えと言われた。阪神・淡路大震災の際、避難者がご飯や

暖房器具等について、避難所を運営している職員に対して、不満を言っていた。

ネパール人は、自分たちでテントを立て、食料を調達していた。その逞しさは日

本人も見習うべきである。自分たちは自分たちで守るということを理解しないと

いけないのではないかと思う。  
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§講演概要（経験者・横山委員） 

【霧島山と高原町】 

 高原町は、宮崎県の西南部、西側は

鹿児島県と接し、東西 20 ㎞、南北

10 ㎞、面積 85k ㎡、霧島山東部に

位置する畜産（和牛生産）を主軸と

した農業の町である。（人口より牛

が多い町 12400頭）町の中央部に高

速自動車道の高原インターチェン

ジがあり、国道 2路線、県道 5路線

が交差し、また、JR 高原駅も中央

にあり、交通の利便性は整っている。 

 新燃岳の噴火当時の状況は、山肌に

は、大きな噴石が散見しており、下

方の樹木は枯れている。 

 噴火直後の火口は溶岩で覆われて

おり、現在も同様な状況であると火

山専門家からは聞いている。 

 平成 26年 1月 23日に国土交通省・

高原町とで、合同調査を実施し南に

隣接する中岳（1332m）頂上は、火

山レキなどが約 1m程度積もっており、ミヤマキリシマの群生地は一変していた。

新燃岳の南と東斜面についても、大きな噴石がみられた。 

 

【2011 年新燃岳噴火時の町の対応】 

 噴火活動が活発化した 1 月 26 日より 1 週間前の 1 月 19日の午前 1 時 27 分に小

規模噴火が発生した。風向きの関係で、灰は高原町には、降っておらず、新燃岳

の南方に隣接する都城市に、多いところでは 1㎝の降灰が記録された。町総務課

職員が、現地へ出向き調査を実施したが、町には、降灰の影響はない状態だった。 

 1月 26日午後 3時 40分に、爆発的

噴火が発生し、午後 6時噴火警戒レ

ベルが 3 に引上げられた｡その後、

小規模な噴火の発生や噴火警戒レ

ベルの上げ下げを行いながら推移

した。 

 高原町では、ほうれん草畑や椎茸に

は灰が積もり、すべて処分をせざる

をえない状態だった。また、風で降
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灰が舞い上がり、視界不良に加えて、

目を開けられないほどの状況のと

きもあった。 

 噴火確認後の午後 4 時 20 分に、災

害対策本部を設置し、3回の対策本

部会議を開催した。本部会議では、

自主避難者を想定し、県日赤宮崎支

部に毛布の手配を依頼したほか、断

水を考慮しての病院での入院患者

の飲料水も確保した。また、降灰対

策として、ロードスイーパー、散水

車の確保は国土交通省が実施した。 

 入山規制・通行規制は、県・警察と

協議し、国道 223号、高原町と小林

市を結ぶ林道で実施した。併せて、

自主避難希望者の調査を区長を通

じて行ったが、この段階では希望者

はいなかった。 

 3回目の本部会議では、登山道につ

ながる県道の通行止め措置の県土

木事務所との協議、自主避難所につ

いては、山手の地区の避難所への避

難は行わないこと、総合保健福祉セ

ンターの避難所開設準備は完了し

たことなどの報告が行われた。 

 噴火活動の状況は、20 行政区の区

長へ逐次説明した。山麓地域の巡回

中に、地響きや赤い炎、そして、火

山雷に加えて、空振も続き、不安で

眠れない町民は、地元の公民館に避

難していた。 

 翌日 1 月 27 日は、2 回の災害対策本部の開催と被害調査を実施した。新燃岳火

口から 6．5 ㎞の地点に位置する高千穂峰や新燃岳の登山口に通じる県道高千穂

峰狭野線の通行止めも行った。また、8区長への緊急説明会を開き、噴火状況の

説明、自主避難希望者の把握等の依頼や、消防による広報や紙ベースでの注意喚

起も行った。 

 1 月 27 日の夜には、災害対策本部と消防団幹部との合同会議を開催し、鹿児島

大学准教授の井村先生より、今回の火山噴火の状況やその対応等についての説明
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をいただき、最も大事なことは、「怖

い、危ないと認識したら、避難させ

る、避難すること」だとの教えをい

ただいた。 

 翌日以降も、災害対策本部会議を開

き、水道関係、農政関係、学校関係

等の対応状況や、降灰処理対策の協

議も行った。1 月 30 日午後 9 時 55

分、県危機管理課より「溶岩ドーム

が 1／28の 90mから 500mに拡大し、

爆発すれば、火砕流の可能性がある。レベルを 3から 4に引き上げるかどうかの

検討に入った。」との連絡があった。それを受け町では、避難勧告区域等の検討

や、山麓の 8区長に火山活動状況等を説明するとともに、区長、班長の意向を踏

まえ、最終的には、「避難やむなし」の認識の一致をみて、午後 11 時 50 分に避

難勧告を発令した。 

 
【噴火時の避難所の様子】 

 避難所となったのは、総合保健福祉

センターほほえみ館。ホールのイス

を収納して避難スペースを確保し

た。避難勧告の発令が真夜中であっ

たが、地元区長・班長の協力のもと

消防団や広域消防の広報活動と誘

導で、誰一人ケガすることなく避難

し、ほほえみ館には、612名の町民

が避難をした。なお、避難にあたっ

ては、事前に山麓 8行政区の町民全

世帯に避難勧告に関する文書を配布しており、パニックが起こらず、迅速な対応

ができたと考えている。 

 
【家畜の避難】 

 避難勧告の次に心配したのが、飼育

している牛の世話であり、餌やり等

のために避難勧告区域に帰ること

であった。 

 家畜農家からの家畜避難の要望は

避難勧告前から出ており、町ではそ

の協議を進めていた。協議には、町
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の畜産部署や JA 関係者等が参加し、

家畜移動の方法、移動場所選定など

について検討が行われた。 

 1 月 31 日の家畜移動は、早朝から

行われ、11 戸の牛 305 頭を、隣接

する小林市に消防団の警戒のもと

半日程度で完了した。 

 
【噴火時の多数の支援】 

 噴火の際、多くの機関、関係者から

支援をいただいた。 

 国土交通省九州地方整備局宮崎河

川国道事務所からは、リエゾンが派

遣され、国からの情報、高原町の状

況や要望などについて、各種の対応

をしていただいた。 

 また、雲仙普賢岳噴火災害を経験さ

れた島原市の職員 2名も来町し、避

難所運営や降灰処理対策、ボランテ

ィアセンター運営、マスコミ対策等

について経験を基にした助言をい

ただき、初めて経験する町としては、

心強い応援となった。 

 具体的には、①避難所の環境整備と

して、タタミの敷設、テレビの増設、

プライバシーの確保、②健康管理対

策として保健師の巡回、③報道関係

対策、④仮設住宅の整備検討、⑤救

援物資の配布等々を教授いただい

た。 

 その他、自衛隊や消防、警察、民間企業にも支援をいただいた。 

 
【避難解除後の対応】 

 2 月 3 日に開催された火山噴火予知連拡大幹事会の検討結果を受け、2 月 5 日に

は一部地区で避難解除とした。しかし、火砕サージの到達が予想される区域の

27世帯 73名の町民については、引き続き、避難生活を継続した。 

 2月 7日にはボランティアセンターを立ち上げ、高齢者世帯の降灰除去作業や公

共施設敷地の降灰除去作業など、多くのボランティアを受け入れた。 
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 除去した火山灰は、集会所に集めら

れ、そこから町の建設業者が埋立箇

所に運搬した。 

 2月 1日からは、避難勧告区域内に

ある狭野小学校が、高原小学校の一

部を借りて授業を再開した。町内の

小・中学校の児童・生徒には、防災

用ヘルメットを配布するとともに、

学校給食室の降灰侵入防止対策工

事を行うなど、防災対策を進めた。 

 2 月 15 日に開催された火山噴火予

知連絡会では、「（当初のような）多

量の火山灰等を放出するような噴

火の可能性は低くなっている。」と

の見解が発表され、その見解を受け

て、19時 30分避難勧告の全面解除

とした。避難者の中には、約 3週間

の避難生活を余儀なくされた方も

いた。 

 
【噴火後の土石流対策】 

 避難解除後に待っていたのは、降灰による土石流への対応だった。 

 梅雨を前に、降雨による土石流発生が急迫していることに鑑み、国土交通省九州

地方整備局より、雨量基準（時間雨量 4㎜：三宅島噴火での土石流発生雨量を適

用）が示された。高原町では 4つ渓流が該当した。霧島山系の高原町域に設置さ

れている砂防堰堤は、噴火当時、22ヶ所あった。 

 霧島の大自然は、雄大で美しく、四季折々、色々な風景を見せ、昭和 9 年には、

日本で初めて国立公園に指定された。この大自然の美しさとは、裏腹に、自然災

害に対応すべく国土交通省では、昭

和 48 年から直轄砂防事業に着手し、

22 もの砂防施設を整備し、今日ま

で自然災害から高原町を守ってき

た。 

 特に、今回の噴火で大量の火山灰が

堆積し、大雨により土砂の流失が発

生したが、設置された砂防堰堤に土

砂が捕捉されるなど、その効果は大

きく、土砂災害防止施設の必要性を
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痛感した。 

 2 月 10 日に、最初の土石流避難基準

を設定して以降、6回の見直しを行っ

た。さらに、国土交通省では、流れ込

む流木を止めるために鋼製牛枠を 20

年前の雲仙普賢岳噴火で被災した島

原市より持ち込み設置したほか、危険

箇所には大型土嚢も設置するなど、町

民の不安払拭に全力を挙げた。 

 また、緊急的な対応として、最も警戒

を要する家庭への戸別受令機や災害

FM 局の開局とあわせ、防災ラジオを

配付した。さらに、気象庁による臨時

雨量計も設置、国土交通省の新燃岳の

ライブ映像や危険渓流の映像も役場

のモニターで視聴できるようになっ

た。 

 
【火山防災の啓発・教育】 

 噴火発生後、3月 1日発行の町の広報

誌「広報たかはる」に「噴石から身を

守る」「新燃岳活動の記録」「噴火警戒

レベルの解説」「雨での土石流への備

え」などを紹介し、啓発に努めた。 

 また、教育委員会では、噴火 1年間の

経験を風化させず、防災教育に役立て

ようと「新燃岳噴火 100人の記録」を

発刊している。これは、町内の小・中

学校・高校 7 校の児童生徒や教職員、

保護者、町民に協力を呼びかけ、子供

たち 69 人を含む 100 人の噴火や避難所暮らしなどの体験談を掲載したものであ

る。 

 そして、1 月 26 日を「新燃岳を考える日」と定めて、毎年、防災を考える授業

を行い、防災教育を実施している。 

 その他、行政文書の配布をはじめ、近々の火山活動の情報提供や「防災研修会」、

避難勧告地区を対象とした防災訓練を実施するなど、日頃から防災意識の高揚を

図っている。 

 平成 26年 12月に開催した「霧島火山防災講演会」は、講師に鹿児島大学准教授
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の井村先生を招き、町民をはじめ、

区長、議員、消防団、町職員など多

くの人が参加した。 

 
【次の噴火に備えた防災対策】 

 平成 23 年 10 日 14 日に、次の噴火

に備えたハード対策を推進するた

めの避難施設緊急整備計画が国か

らの同意を得た。この計画に基づい

て、建物の耐火構造化や避難道路整

備（道路の拡幅）、避難壕の整備、

避難道路（橋梁新設）、防災行政無

線（同報系無線）の整備などを行っ

ている。 

 また、町内外からの方々が集まる公

園に、屋外拡声器と避難壕を設置し

たほか、平成 26～28 年度に防災行

政無線の整備・各地区公民館 22 か

所に屋外拡声器を設置、平成 29 年

度には、孤立が想定される集落から

の避難道路(橋梁)の整備を行った。 

 また、内閣府支援チームの指導のも

と、「噴火活動が活発化した場合」

の避難計画をまとめ、いざという時

に備えての行動パターンも確立で

きた。同様に、土石流に対しての避

難計画も策定した。現在、土石流警

戒区域は、避難基準の見直しにより、

1 渓流のみが対象となっているが、

降雨時には、警戒体制を強化するこ

ととしている。 

 
【火山との共生】 

 火山灰を生かした産業として、NPO法人と精肉販売店との共同で、火山灰を使っ

た灰干し製法での肉の加工品開発が進められ、すでに、商品として、発売されて

いる。凝縮した肉のうまみには、定評があるとのこと。まさに、ピンチをチャン

スに切り替える前向きな町民の再生復興への努力に力強さを感じている。 

 「農事組合法人はなどう」で栽培収穫した米、麦、菜種などを使って、栽培から
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加工までの一貫生産のオリジナル

商品を「杜の穂倉」で販売している。

特に、焼酎「駒」とビール「穂倉金

生」に続き、平成 25 年 12 月には、

清酒「穂倉千徳」が誕生し、人気の

商品となっている。平成 28年には、

地元産甘藷を使った焼酎「穂倉錦」

も誕生した。 

 平成 26年 6月 10日には、首相官邸

で、全国 250 の事例から選ばれた

23 地区の一つに高原町の「農事組合法人はなどう」が「ディスカバー農山漁村

の宝」に選定された。 

 平成 25 年 10 月 22日には、噴火警戒レベルが 3 から 2に引き下げられた。本格

的な噴火活動を始めた平成 23年 1月 26日以来、約 2年 9カ月ぶりの引き下げで

あり、同時に、立入禁止の警戒範囲も火口の半径 2㎞から 1㎞に縮小された。 

 
【6年ぶりとなる 2017年の噴火】 

 平成 23 年 1 月の大噴火から 6 年 9

月経過し、再び噴火が発生した。火

山噴火は、地震と違って前兆現象が

見られることもあり、火山性地震や

微動の回数増、今回のような噴気の

発生などがある。この前兆現象を捉

えることができたため、課長会を実

施し、平成 23 年の時の対応や各課

の役割を再度確認できた。 

 再度、3 月に噴火した。この日は、

厚い雲が山にかかっていて、噴火し

たかどうかが非常に分かりずらく、

爆発音などもしなかった。しかし、

町消防団長から「様子がおかしくな

いか」や、地元住民からの「硫黄臭

い」などの情報が役場に寄せられた。

決め手は、町内出張に出ていた職員

が、公用車の運転中に火山灰が降っ

てきたことを確認し、気象庁にそれを伝え、はじめて「噴火した模様」と発表さ

れた。気候などの条件で、気象庁でさえ捉えきれない噴火もある。地元住民など

の意見や肌感覚が非常に貴重な情報となった。 
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 平成 23年と平成 29年噴火には違い

がある。噴石被害については、平成

29 年噴火では、窓ガラスや車のフ

ロントが破れるなどは無かった。し

かし、被害が無かっただけで、噴石

の確認はされている。火口 2㎞以内

への飛散が多かったため、被害が出

なかっただけである。 

 降灰被害については、いずれも有り、

風向き、強さでどこにでも飛ぶ。平

成 29 年噴火のときも遠くは宮崎市

内でも確認されている。平成 29 年

噴火の時は、避難情報の発令は行わ

ず、避難所開設運営も無かった。こ

の点が一番の違いである。火砕流に

ついては、平成 29 年噴火の時は、

西側割れ目で少量の火砕流が噴出

したが、火口からわずかな範囲にと

どまった。 

 また、新たに、平成 29 年噴火のと

きは、火山ガスの心配がされた。平

成 23 年噴火の時には無かった現象

である。別の火山では、火山ガスに

よる死亡者も発生しており、風向き

次第では、高原町も危険な範囲であ

る。宮崎県より、役場に常設型火山

ガス測定器の設置、また持ち運び用

観測機器を導入していただいた。 

 1 月 26 日は、前述の通り新燃岳を

考える日として制定しており、町内

全小中学校で避難訓練等を例年1月に実施しているが、平成 29年噴火を受けて、

学校自ら危機意識を高めていただき、時期を早めて、避難訓練を実施した。 

 平成 29 年以降の噴火では、南狭野地区で自主防災組織で避難方法や要支援者の

避難を検討した。『共助』を強化するために、行政は手助けするだけで、自主防

災組織で避難名簿や一時参集場所を決定し、防災意識の向上に努めた。また、行

政としても、噴火後すぐに、いざ避難しないといけない場合に備えて、非常用グ

ッズのリストなどを回覧で周知した。 
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【新燃岳噴火の教訓】 

 新燃岳噴火で、様々な教訓も学ぶこ

とができた。新燃岳を含む霧島山か

らの豊富な水は、地域の農林水産業

の発展を、温泉は、地域の活性化に

大きく寄与している。火山からの多

くの恵みに感謝しながら、風光明媚

な霧島山と共生するためには、火山

活動に対する意識をこれまで以上

に深めていく必要があると思って

いる。 

 今回の噴火は、予想しにくい火山の

一つとして知られている霧島山が

噴火したことを事実として受け止

め、「まさかが」が現実に噴火した

ことを忘れてはならない。 

 また、国土交通省をはじめ、気象台

からの情報は、防災体制の強化を図

る上で絶対条件であり、地域住民へ

情報をいかに早く伝達するかが極

めて重要であるとともに、国・県を

はじめ、市町村、警察、自衛隊、消

防など全ての機関との連携も重要

である。 

 300年前の噴火記録は、明確に文字

にて保存されており、その時々の様

子が克明に記されており、いかに、

記録が大事であるかが伺える。町と

しても、作成した「火山と共に生き

る」の DVD等、映像を含めての資料

を残し、噴火対応の記録と教訓を後

世に伝えることが、私たちに課せられた使命と責任でもあると痛感している。 

 横山委員自身も、副町長在任中に使用していた手作りの名刺には、噴火に対する

認識を風化させないため、1月 27日の写真を貼り付け、職務に臨んでいた。 
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＜研修会の様子＞ 

 

 

 


